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(54)【発明の名称】 胎児用脈波伝播速度情報測定装置および分娩監視装置

(57)【要約】
【目的】  胎児が脳障害となる危険性を迅速に判断する
ことができる、脈波伝播速度情報測定機能を備えた分娩
監視装置を提供する。
【解決手段】  心電信号検出器３２および光電脈波セン
サ４２を用いて、胎児の心電図および容積脈波を逐次検
出する。そして、その心電図および容積脈波から、脈波
伝播時間算出手段５８により、胎児の体内を伝播する脈
波伝播時間DTを逐次算出する。また、心電図から心拍数
HRを逐次算出し、陣痛信号センサ１２により陣痛波形
（陣痛強度）を逐次検出する。そして、グラフ表示手段
６０により、ディスプレイ５２およびプリンタ５４に、
陣痛波形、心拍数HR、脈波伝播時間DTを同一時間軸を用
いて逐次表示する。このようにすると、陣痛波形、心拍
数HR、脈波伝播時間DTの変化傾向（特に脈波伝播時間DT
の変化傾向）から、胎児の血圧変化が監視できるので、
胎児が脳障害となる危険性を迅速かつ正確に判断するこ
とができる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】  胎児または母体に装着されて、該胎児内
で発生する心拍同期信号を逐次検出する心拍同期信号検
出装置と、
前記胎児内において前記心拍同期信号よりも下流側で発
生する脈波を逐次検出する脈波検出装置と、
前記心拍同期信号検出装置により心拍同期信号の所定部
位が検出された時間と、前記脈波検出装置により脈波の
所定部位が検出された時間との時間差に基づいて、前記
胎児内を脈波が伝播する速度に関連する脈波伝播速度情
報を逐次算出する脈波伝播速度情報算出手段とを含むこ
とを特徴とする胎児用脈波伝播速度情報測定装置。
【請求項２】  母体の陣痛強度の変化を表す陣痛波形を
逐次検出する陣痛波形検出装置と、
胎児の心拍数に関連する心拍数情報を逐次測定する心拍
数情報測定装置とを備えた分娩監視装置であって、
前記胎児または前記母体に装着されて、該胎児内で発生
する心拍同期信号を逐次検出する心拍同期信号検出装置
と、
前記胎児内において前記心拍同期信号よりも下流側で発
生する脈波を逐次検出する脈波検出装置と、
前記心拍同期信号検出装置により心拍同期信号の所定部
位が検出された時間と、前記脈波検出装置により脈波の
所定部位が検出された時間との時間差に基づいて、前記
胎児内を脈波が伝播する速度に関連する脈波伝播速度情
報を逐次算出する脈波伝播速度情報算出手段とを含むこ
とを特徴とする分娩監視装置。
【請求項３】  請求項２に記載の分娩監視装置であっ
て、
表示装置と、
該表示装置に、前記陣痛波形検出装置により逐次検出さ
れる陣痛波形と、前記心拍数情報測定装置により逐次測
定される心拍数情報と、前記脈波伝播速度情報算出手段
により逐次算出される脈波伝播速度情報とを、同一時間
軸を用いて逐次グラフ表示するグラフ表示手段とをさら
に含むことを特徴とする分監視装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】本発明は、胎児の脈波伝播速
度情報を測定する胎児用脈波伝播速度情報測定装置、お
よび胎児の脈波伝播速度情報を測定する機能を備えた分
娩監視装置に関するものである。ここで、脈波伝播速度
情報とは、生体内を脈波が伝播する速度である脈波伝播
速度や生体内を脈波が伝播する時間である脈波伝播時間
など、生体内を脈波が伝播する速度に関連するものをい
う。
【０００２】
【従来の技術】分娩時、子宮収縮後（陣痛後）に胎児の
心拍数が極度に低下していると、胎児切迫仮死などの危
険性がある。そのため、分娩時に使用される分娩監視装

2
置は、通常、陣痛強度（子宮収縮の強度）と胎児の心拍
数とを監視する機能を備えている。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】胎児には臍帯を介して
血液と共に酸素が送られるが、子宮収縮中は臍帯から胎
児に送られる血流が阻害されることになるので、胎児は
周期的に低酸素状態となる。低酸素状態が長く続くと胎
児の脳に低酸素脳障害を引き起こす可能性がある。ま
た、これまでの研究により、脳障害を引き起こす状態に
近くなると、胎児の血圧が低下することが分かってき
た。しかし、従来の分娩監視装置では、胎児の血圧を監
視することはできなかったので、陣痛波形の変化と胎児
の心拍数の変化から胎児の脳障害の危険性を判断してい
たにすぎなかった。そのため、胎児が脳障害を引き起こ
す危険性を迅速に判断することは困難であった。
【０００４】本発明は以上の事情を背景として為された
ものであって、その目的とするところは、胎児が脳障害
となる危険性を迅速に判断することができる胎児用脈波
伝播速度情報測定装置および脈波伝播速度情報測定機能
を備えた分娩監視装置を提供することにある。
【０００５】
【課題を解決するための手段】上記目的を達成するため
の本発明は、血圧に関連して変化する脈波伝播速度情報
を逐次測定することにより、胎児の血圧の変化を監視す
るものである。
【０００６】すなわち、前記目的を達成するための本発
明は、(a)胎児または母体に装着されて、その胎児内で
発生する心拍同期信号を逐次検出する心拍同期信号検出
装置と、(b)前記胎児内において前記心拍同期信号より
も下流側で発生する脈波を逐次検出する脈波検出装置
と、(c)前記心拍同期信号検出装置により心拍同期信号
の所定部位が検出された時間と、前記脈波検出装置によ
り脈波の所定部位が検出された時間との時間差に基づい
て、前記胎児内を脈波が伝播する速度に関連する脈波伝
播速度情報を逐次算出する脈波伝播速度情報算出手段と
を含むことを特徴とする胎児用脈波伝播速度情報測定装
置である。
【０００７】
【発明の効果】この発明によれば、脈波伝播速度情報算
出手段により胎児の脈波伝播速度情報が逐次算出される
ので、その脈波伝播速度情報の変化を監視することによ
り、胎児の血圧変化が監視できる。従って、胎児が脳障
害となる危険性を迅速に判断することができる。
【０００８】
【発明の他の態様】ここで、好ましくは、前記脈波伝播
速度情報測定装置は、分娩監視装置に備えられる。すな
わち、その分娩監視装置は、(a)母体の陣痛強度の変化
を表す陣痛波形を逐次検出する陣痛波形検出装置と、
(b)胎児の心拍数に関連する心拍数情報を逐次測定する
心拍数情報測定装置とを備えた分娩監視装置であって、



(3) 特開２００３－３２５４６４

10

20

30

40

50

3
(c)前記胎児または前記母体に装着されて、その胎児内
で発生する心拍同期信号を逐次検出する心拍同期信号検
出装置と、(d)前記胎児内において前記心拍同期信号よ
りも下流側で発生する脈波を逐次検出する脈波検出装置
と、(e)前記心拍同期信号検出装置により心拍同期信号
の所定部位が検出された時間と、前記脈波検出装置によ
り脈波の所定部位が検出された時間との時間差に基づい
て、前記胎児内を脈波が伝播する速度に関連する脈波伝
播速度情報を逐次算出する脈波伝播速度情報算出手段と
を含むことを特徴とする分娩監視装置である。この分娩
監視装置によれば、陣痛波形、胎児の心拍数情報および
胎児の脈波伝播速度情報が逐次得られるので、それら陣
痛波形、胎児の心拍数情報および脈波伝播速度情報の変
化を監視することにより、胎児が脳障害となる危険性を
迅速に判断できる。
【０００９】また、好ましくは、前記分娩監視装置は、
(f)表示装置と、(g)その表示装置に、前記陣痛波形検出
装置により逐次検出される陣痛波形と、前記心拍数情報
測定装置により逐次測定される心拍数情報と、前記脈波
伝播速度情報算出手段により逐次算出される脈波伝播速
度情報とを、同一時間軸を用いて逐次グラフ表示するグ
ラフ表示手段とをさらに含むものである。このようにす
れば、表示装置に、陣痛波形と心拍数情報と脈波伝播速
度情報とが同一時間軸を用いてグラフ表示されるので、
陣痛波形、心拍数情報、脈波伝播速度情報の変化の程度
を容易に判断することができる。従って、胎児が脳障害
となる危険性の判断がより正確になる。
【００１０】
【発明の好適な実施の形態】以下、本発明の好適な実施
の形態について図面を参照しつつ詳細に説明する。図１
は、本発明が適用された分娩監視装置１０の構成を説明
するブロック図である。なお、この分娩監視装置１０
は、胎児用脈波伝播速度情報測定装置としての機能も備
えている。
【００１１】図１において、陣痛信号センサ１２は、外
測法の陣痛計に一般的に用いられるものと同様の構成で
あり、母体１４の腹部１６に装着バンド１８により固定
される。
【００１２】この陣痛信号センサ１２は、図２に詳しく
示す構成を備えている。すなわち、陣痛信号センサ１２
は、円盤状のガードリング２０と、そのガードリング２
０に嵌め入れられる受圧素子２２とを備え、受圧素子２
２は、ガードリング２０の底面２４（腹部１６に対向す
る面）の中央に設けられて受圧素子２２の外径よりもや
や大きい径を有する嵌入穴２６に嵌め着けられている。
陣痛信号センサ１２が母体１４の腹部１６に装着された
状態では、子宮が収縮して硬くなったことに基づく圧力
が受圧素子２２により検出される。
【００１３】図１に戻って、陣痛信号センサ１２に検出
された圧力は陣痛信号SUとしてＡ／Ｄ変換器２８を介し
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て電子制御装置３０に供給される。上記陣痛信号SUは陣
痛波形を表すので、陣痛信号センサ１２は陣痛波形検出
装置として機能する。
【００１４】心電信号検出器３２は、図示しない内部に
電源、増幅器等を備えており、破水後において胎児３４
の頭部に装着される第１電極３６と、母体１４の所定部
位（たとえば大腿部）に装着される第２電極３８とを介
して心電信号SEを連続的に検出し、その心電信号SEを前
記増幅器により増幅した後、Ａ／Ｄ変換器４０を介して
電子制御装置３０へ供給する。上記心電信号SEは、胎児
３４の心筋の活動電位を示す心電波、すなわち心電図で
あり、心電波は心拍に同期して発生する心拍同期信号で
あることから、心電信号検出器３２は心拍同期信号検出
装置として機能する。なお、第１電極３６は、たとえ
ば、先端にスパイラル針を備えた電極であり、胎児３４
の頭皮にねじ込まれる。
【００１５】光電脈波センサ４２は、胎児の末梢血管の
容積脈波（プレシスモグラフ）を検出するものであり、
たとえば、胎児３４の頬と子宮壁４４との間に介挿され
る。この光電脈波センサ４２は反射型の光電脈波センサ
であり、図示しない発光素子および受光素子を備えてい
る。上記発光素子は、たとえば、発光ダイオードであ
り、ヘモグロビンによって反射可能な波長帯の赤色光或
いは赤外光、好ましくは酸素飽和度によって影響を受け
ない８００nm程度の波長の照射光を胎児３４の頬の表皮
に向かって照射する。照射光が胎児の表皮に照射される
と、その一部が表皮或いは表皮下の生体組織内の赤血球
により反射されて反射光が受光素子に検出される。この
反射光は胎児３４の末梢血管の容積脈波を表す。そし
て、受光素子に検出された反射光は、容積脈波信号SMと
してＡ／Ｄ変換器４４を介して電子制御装置３０へ供給
される。この光電脈波センサ４２により検出される容積
脈波は、胎児３４内において心電信号SEよりも下流側で
発生する脈波であることから、光電脈波センサ４２は脈
波検出装置として機能する。
【００１６】電子制御装置３０は、ＣＰＵ４６，ＲＯＭ
４８，ＲＡＭ５０，および図示しないＩ／Ｏポート等を
備えた所謂マイクロコンピュータにて構成されており、
ＣＰＵ４６は、ＲＯＭ４８に予め記憶されたプログラム
に従ってＲＡＭ５０の記憶機能を利用しつつ信号処理を
実行することにより、心拍数HRおよび脈波伝播時間DTを
逐次算出するとともに、その算出した心拍数HR、脈波伝
播時間DTおよび陣痛信号センサ１２により逐次検出され
る陣痛波形を、表示装置として機能するディスプレイ５
２およびプリンタ５４に逐次表示する。
【００１７】図３は、ＣＰＵ４６の制御機能の要部を説
明する機能ブロック図である。心拍数情報算出手段とし
て機能する心拍数算出手段５６は、心電信号検出器３２
から逐次供給される心電信号SEを用いて胎児３４の心拍
数HRを逐次算出する。本実施形態では、心電信号検出器
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３２および心拍数算出手段５６により心拍数情報測定装
置が構成される。
【００１８】脈波伝播速度情報算出手段として機能する
脈波伝播時間算出手段５８は、心電信号検出器３２によ
り逐次検出される心電信号SEが表す心電図において、Ｒ
波などの周期的に発生する所定部位が検出された時間
と、光電脈波センサ４２により逐次検出される容積脈波
において、立ち上がり点やピークなどの周期的に発生す
る所定部位が検出された時間との時間差を脈波伝播時間
DT(sec)として算出する。脈波伝播時間DTなどの脈波伝
播速度情報は生体の血圧値および動脈硬化度の関数であ
るが、胎児３４は動脈壁が軟らかいので、脈波伝播速度
情報は胎児３４の血圧を反映するパラメータとして用い
られる。
【００１９】グラフ表示手段６０は、陣痛信号センサ１
２により逐次検出される陣痛波形、心拍数算出手段５６
により逐次算出される心拍数HR、および脈波伝播時間算
出手段５８により逐次算出される脈波伝播時間DTを、同
一時間軸を用いてディスプレイ５２およびプリンタ５４
に逐次グラフ表示する。
【００２０】図４は、図３の機能ブロック図に示したＣ
ＰＵ４６の制御作動をさらに具体的に説明するフローチ
ャートである。まずステップＳ１（以下、ステップを省
略する。）では、陣痛信号センサ１２から供給される陣
痛信号SU、心電信号検出器３２から供給される心電信号
SE、および光電脈波センサ４２から供給される容積脈波
信号SMを読み込む。
【００２１】続くＳ２では、Ｓ１で読み込んだ陣痛信号
SUすなわち陣痛波形をディスプレイ５２およびプリンタ
５４に時間軸とともに表示する。
【００２２】続くＳ３では、前回このＳ３の判断が肯定
されてから、さらに心電信号SEおよび容積脈波信号SMを
一拍分読み込んだか否かを判断する。この判断は、容積
脈波信号SMが表す容積脈波の周期的に発生する所定部位
または心電信号SEが表す心電図の周期的に発生する所定
部位を検出したか否かにより判断する。たとえば、容積
脈波の立ち上がり点を検出したか否かにより判断する。
【００２３】Ｓ３の判断が否定された場合には、前記Ｓ
１以下を繰り返すことにより、信号をさらに読み込む。
一方、Ｓ３の判断が肯定された場合には、心拍数算出手
段５６に相当するＳ４において、Ｓ１乃至Ｓ３の繰り返
しにより読み込んだ一拍分の心電図のＲ波間隔を心拍周
期RR(sec)として算出し、さらに、算出した心拍周期RR
から、HR=60/RRの関係より心拍数HR（回／min ）を算出
する。
【００２４】続くＳ５は脈波伝播時間算出手段５８に相
当し、Ｓ１乃至Ｓ３の繰り返しにより読み込んだ一拍分
の心電図および容積脈波において、Ｒ波が発生してから
容積脈波の立ち上がり点が発生するまでの時間差を脈波
伝播時間DTとして算出する。
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【００２５】そして、続くＳ６では、Ｓ４乃至Ｓ５で算
出した心拍数HRおよび脈波伝播時間DTを、前記Ｓ２で表
示した時間軸を用いて、ディスプレイ５２およびプリン
タ５４にグラフ表示する。図４では、Ｓ２およびＳ６が
グラフ表示手段６０に相当する。
【００２６】Ｓ６を実行した後は、前記Ｓ１以下を繰り
返し実行するようになっているので、ディスプレイ５２
およびプリンタ５４には、図５に示すように、陣痛波
形、心拍数HR、および胎児の血圧を反映する脈波伝播時
間DTの経時変化が同一時間軸を用いて逐次グラフ表示さ
れる。
【００２７】上述の分娩監視装置１０によれば、脈波伝
播時間算出手段５８により胎児３４の脈波伝播時間DTが
逐次算出されるので、その脈波伝播時間DTの変化を監視
することにより、胎児３４の血圧変化が監視できる。従
って、胎児３４が脳障害となる危険性を迅速に判断する
ことができる。
【００２８】また、上述の分娩監視装置１０によれば、
陣痛波形、胎児３４の心拍数HRおよび胎児の脈波伝播速
度時間DTが逐次得られるので、それら陣痛波形、胎児３
４の心拍数HRおよび脈波伝播時間DTの変化を監視するこ
とにより、胎児３４が脳障害となる危険性を迅速に判断
できる。
【００２９】また、上述の分娩監視装置１０によれば、
ディスプレイ５２およびプリンタ５４に、陣痛波形と心
拍数HRと脈波伝播時間DTとが同一時間軸を用いてグラフ
表示されるので、陣痛波形、心拍数HR、脈波伝播時間DT
の変化の程度を容易に判断することができる。従って、
胎児３４が脳障害となる危険性の判断がより正確にな
る。
【００３０】以上、本発明の実施形態を図面に基づいて
詳細に説明したが、本発明はその他の態様においても適
用される。
【００３１】たとえば、前述の実施形態では、陣痛信号
センサ１２は母体１４の腹壁上に装着される形式のセン
サであり、その陣痛信号センサ１２を用いて外測法によ
り陣痛信号ＳＵが検出されていたが、羊水圧や胎児産道
間圧等を測定するセンサが用いられ、内測法により陣痛
信号ＳＵが検出されてもよい。
【００３２】また、前述の分娩監視装置１０では、心電
図を測定するために第１電極３６および第２電極３８が
備えられ、第１電極３６は胎児３４の頭部に装着され、
第２電極３８は母体１４の大腿部などに装着されていた
が、電極の数および電極の装着部位は前述の実施形態の
態様に限られず、たとえば、２つの電極とも母体１４に
装着されてもよいし、さらに、母体の心電信号を差し引
くために、第３、第４の電極が備えられてもよい。
【００３３】また、前述の分娩監視装置１０では、心拍
数算出手段５６により、心拍数情報として心拍数HRが算
出されていたが、心拍数HRに代えて心拍周期RRが算出さ
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れてもよい。
【００３４】また、前述の分娩監視装置１０では、心電
信号SEから心拍数HRが算出されていたが、光電脈波セン
サ４２により検出される容積脈波から心拍数HRが算出さ
れてもよいし、母体１４の腹部１６の表皮上から胎児３
４の心音を検出するマイクロホンが備えられ、そのマイ
クロホンにより検出される心音から心拍数HRが算出され
てもよい。
【００３５】また、前述の分娩監視装置１０では、心拍
同期信号検出装置として心電信号SEを検出する心電信号
検出器３２が備えられていたが、母体１４の腹部１６の
表皮上から胎児３４の心音を検出するマイクロホンが心
拍同期信号検出装置として備えられてもよい。
【００３６】また、前述の実施形態では、光電脈波セン
サ４２は、胎児３４の頬と子宮壁４４との間に介挿され
ていたが、胎児３４に直接装着されてもよい。
【００３７】また、前述の分娩監視装置１０では、脈波
伝播速度情報として脈波伝播時間DTが算出されていた
が、さらに、その算出された脈波伝播時間DTから脈波伝
播速度PWVが算出されてもよい。脈波伝播速度PWVはたと
えば次の式１から算出することができる。なお、式１に
おいて、Lは心拍同期信号の発生部位から脈波の発生部
位までの距離であり、予め設定された定数が用いられ
る。
（式１）  PWV=L/DT
【００３８】なお、本発明はその主旨を逸脱しない範囲*
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*においてその他種々の変更が加えられ得るものである
。【図面の簡単な説明】
【図１】本発明が適用された分娩監視装置の構成を説明
するブロック図である。
【図２】図１の陣痛信号センサの構成を詳しく示す図で
ある。
【図３】図１の分娩監視装置におけるＣＰＵの制御機能
の要部を説明する機能ブロック図である。
【図４】図３の機能ブロック図に示したＣＰＵの制御作
動をさらに具体的に説明するフローチャートである。
【図５】ディスプレイおよびプリンタに表示されるグラ
フの一例を示す図である。
【符号の説明】
１０：分娩監視装置（胎児用脈波伝播速度情報測定装
置）
１２：陣痛信号センサ（陣痛波形検出装置）
１４：母体
３２：心電信号検出器（心拍同期信号検出装置）
３４：胎児
４２：光電脈波センサ（脈波検出装置）
５２：ディスプレイ（表示装置）
５４：プリンタ（表示装置）
５６：心拍数算出手段（心拍数情報算出手段）
５８：脈波伝播時間算出手段（脈波伝播速度情報算出手
段）
６０：グラフ表示手段

【図１】 【図２】 【図４】
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